
いつも、どこでも

もっと広がる ＬＰガス
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「ＬＰガスビジョン ２０３０」



ＬＰガスの存在、優位性を強く広く社会に「ワンボイス」として発信し、お客様との繋がりをさらに強化して

一層の信頼を得るために、日本エルピーガス連合会、全国エルピーガス卸売協会、全国エルピーガススタンド協

会の流通三団体が「全国ＬＰガス協会」として統合・発足して本年で１０年を迎えます。

国内ではこの間、地震や土砂災害など、多くの自然災害が発生しました。そうした中にあって、ＬＰガスは、

強い分散型エネルギーとしての強みを遺憾なく発揮してきました。また、災害に遭われた被災地の復旧及び被災

者の方々のライフラインを守るエネルギーとして多大な貢献をしてきています。わが国の社会・経済は「国土強

靭化」という旗印のもとで、大きな変革を迫られておりますが、国土強靭化基本計画ではＬＰガスの「有用性」

が高く評価され、また、第５次エネルギー基本計画において災害時にはエネルギー供給の「最後の砦」と位置づ

けられて、その重要性・存在感が増しております。

一方、エネルギー業界では、電力・都市ガスの全面小売自由化がスタートし、業界の垣根を超えたエネルギー

の再編機運が高まっています。 こうした環境下、ＬＰガス販売業界では「保安意識の向上」「災害時対応の強

化」「取引の適正化」「ＬＰガス自動車の普及拡大」など、さまざまな課題の解決を急ぐ必要があります。

ＬＰガスの日本国内における位置付けが向上していく中、ＬＰガス業界が期待されている役割を十分に果たし

ていくために、また、会員の皆様にとってより良い業界環境を創出するために、２０３０年を見据えた「ＬＰガ

スビジョン２０３０」を策定し、そのビジョンを達成するために必要な課題を整理し、取り組み方針を明らかに

するとともに、課題解決に向けて全国ＬＰガス協会が実施すべきアクションプランを策定いたしました。

ビジョンの達成にあっては、ＬＰガスの小売、卸売、スタンド等の事業者はもとより、関連業界団体、元売、

供給機器・ガス機器メーカー等、関係各位が一致協力して、これらの諸課題に対応していく必要がございます。

是非、多くの方が、ビジョンの主旨にご賛同をいただき、今後もより一層の協会活動、並びにビジョン達成に向

けた取り組みへのご支援、ご協力を何卒よろしくお願い申し上げます。

一般社団法人全国ＬＰガス協会 会長 秋元 耕一郎
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「Future Blue」はＬＰガスの未来

事業全体の合理性・効率性を高めて、事業の健全化・供給の安定性を確保する

「Human Orange」はＬＰガスがかなえる快適な暮らし

ＬＰガスの強みや特徴をアピールしながら、お客様ニーズにマッチした最適な暮らしの提案、
良質のサービスを提供する

「Safety Green」はＬＰガスが取り組む安全・安心な住環境＆地球環境づくり

地域密着型エネルギーとして、災害時対応、低炭素社会の貢献に努める

団体統合して１０年が経過した今、改めて、
現状を踏まえたビジョンを策定し、

その実現に向けた課題解決のため、全国ＬＰガス協会の取り組み方針を定める。

協会マークに込められた想い



4現状の業界環境の整理（国のＬＰガスに関する施策 と 取り巻く環境）

① ＬＰガス充填所等の維持・強化。
② 各家庭や被災時に避難所となる公共施設、学校、

災害拠点病院等の重要施設における自家発電設備
等の導入。

③ 上記施設のＬＰガス等の燃料の自衛的な備蓄等を
促進。

④ ＬＰガス等の地域における自立・分散型エネル
ギーの導入を促進し、スマートコミュニティーの
形成を目指す。

⑤ ガソリン等の不足に備え、ＬＰＧ燃料自動車を含
めた輸送用燃料タイプの多様化、分散化を図る。

①位置付け
化石燃料の中で温室効果ガスの排出が比較的低く、発電においては、
ミドル電源として活用可能であり、また最終需要者への供給体制及
び備蓄制度が整備され、可搬性、貯蔵の容易性に利点があることか
ら、平時の国民生活、産業活動を支えるとともに、緊急時にも貢献
できる分散型のクリーンなガス体のエネルギー源である。

②政策の方向性
災害時にはエネルギー供給の「最後の砦」となるため、備蓄の着実
な実施や中核充填所の設備強化などの供給体制の強靱化を進める。
また、ＬＰガスの料金透明化のための国の小売価格調査・情報提供
や事業者の供給構造の改善を通じてコストを抑制することで、利用
形態の多様化を促進するとともに、ＬＰガス自動車など運輸部門に
おいて更に役割を果たしていく必要がある。

「国土強靱化基本計画」の要請５項目 「エネルギー基本計画」における政策の方向性等

① 電力・都市ガスの自由化により他燃料を含めた競
争環境激化。お客様のエネルギー選択の意識向上。

② ガス機器等の高効率化による単位消費量の減少や、
お客様の省エネ意識の向上による需要減少。

③ 需要の減少に伴う経営環境の悪化や、後継者不足。

④ 自動車燃費向上に伴い、タクシーを中心としたＬ
Ｐガス自動車の減少。

エネルギー業界を取り巻く環境

① 少子高齢化による内需の減少。

② 人手不足による労働人口の減少。

③ 働き方改革による労働環境の変化。

④ 安心・安全に係るお客様ニーズの高まり。

⑤ 異常気象や多発する自然災害によるレジリエンス
強化の意識の高まり。

国内全般を取り巻く環境



5現状の環境を踏まえた「ＬＰガスビジョン２０３０」
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ビジョン策定の目的
ＬＰガスの政策的な重要性の高まりを受けて、社会が求める役割を果たしつつ、ＬＰガスの小売、卸売、ス
タンド等を中心とした会員事業者が将来に亘って健全経営が可能となる事業環境の創出を目指すことを目的
とした将来の「ビジョン」を策定するとともに、ビジョン実現のために全国ＬＰガス協会が実施すべき「ア
クションプラン」を策定する。

ビジョンの実現に向けた
全国ＬＰガス協会の

「アクションプラン」を策定

「ＬＰガスビジョン２０３０」

現状の環境を踏まえ、目的にある環境を目指すためにＬＰガスが将来どのようなエネルギーであるべき
かを次の「５つのキーワード」に沿って策定。それらを全て実現することで、最終的にお客様に選ばれ
るエネルギーとなることを目指す。

そして、お客様に
いつまでも選ばれる

エネルギー
としてあり続ける。
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【信頼】高レベルな保安体制の維持
ＬＰガスに関する事故は減少傾向であるが、事故撲
滅のため更なる高度化が必要。

【信頼】取り組み方針１
 法令遵守の徹底

 自主保安の推進

ビジョン実現の課題 取り組み方針

【連携】供給体制維持に対する懸念
増加傾向にある大規模災害による供給途絶や、過疎
化による供給不能地域の発生が懸念。
国土強靭化基本計画を踏また更なる災害対応力の強
化が必要。

【競争力】需要の減少
ガス機器の高効率化による単位消費量の減少や、少
子高齢化や他エネルギー間競争による供給先の減少
が課題。

【ブランド】働き手の不足等
労働人口の減少や、働き方改革の影響により労働力
の確保が課題。

【連携】取り組み方針４
 供給体制維持・整備（平時、災害時）

 災害時に早期復旧可能な体制ならびに関係機関と

の協力体制の整備

 地域との連携強化や避難所への災害バルク導入

【競争力】取り組み方針２
 取引適正化の推進
 お客様サービス強化、多角経営のフォロー
 公共施設へのＬＰガス常設・常用やＧＨＰの普及
 ＬＰガス自動車の普及とスタンド維持・拡大

【環境】取り組み方針３
 高効率・省エネ機器の普及

 再生可能エネルギーとの共生を図る

【環境】パリ協定によるＣＯ２削減要請
ＣＯ２排出量抑制に伴う、再生可能エネルギーの普

及等の政策に対する対応が必要に。

【ブランド】取り組み方針５
 ＬＰガス従事者（社員）の満足度向上

 ＬＰガスのイメージアップ広報

 新技術を活用した業務改善のフォロー

ビジョン達成に向けた課題整理および取り組み方針



・「安全機器調査票」や「自主保安活動チェックシート」により業界全体の取り組みを数字で把握する
ことにより、アクションプランの進捗状況を確認し、保安活動を計画、実施していく必要がある。

・重点取り組み事項以外については、これまで通り各都道府県協会の地域性を踏まえた状況にあった
自主運動とする。

7【信頼】取り組み方針１

国の液化石油ガス安全高度化計画2030のアクションプランと一致した運動を展開す
ることによる目標の達成

 法令遵守の徹底
 自主保安の推進

１．全国目標
・死亡事故 ０～１件未満／年
・人身事故 ０～２５件未満／年

２．実施期間
２０２１年４月～２０２６年３月（５年間）

※以下の３点を重点取り組み事項に定めた。
「業務用施設ガス警報器連動遮断の推進」
「業務用換気警報器の設置促進」
「軒先容器の流出防止対策の徹底」

自主保安活動「ＬＰガス安心サポート推進運動」

今後のポイント

液化石油ガス安全高度化計画２０３０概要抜粋



8【競争力】取り組み方針２

他エネルギーとの競争を意識した取引適正化、分散型の強みを活かしたＬＰガスの普及

 取引適正化の推進
 お客様サービス強化、多角経営のフォロー
 公共施設へのＬＰガス常設・常用やＧＨＰの普及
 ＬＰガス自動車の普及とスタンド維持・拡大

ＧＨＰ導入パンフ ＬＰガスタクシー

取引適正化の必要性

電力・都市ガスの自由化によりお客様のエネルギー選択の意
識は高まっている。そのような中で、ＬＰガスの料金が不透
明であるというお客様の声を受けて、平成２９年には取引の
適正化に関する液石法規則改正や通達改正、ＬＰガス小売ガ
イドラインの制定等が行われた。全国ＬＰガス協会もＬＰガ
ス販売指針を改訂し、会員事業者の取引適正化を促している。
標準的なガス料金の公表をしている事業者は、約７５％を超
え、適正化に向けた動きは着実に成果を挙げているが、課題
は残っており、今後も継続した取り組みが必要。

近年の夏場の猛暑により、政府は２０１９年に「熱中症対策
として全国の小中学校のエアコン設置」を決めた。全国ＬＰ
ガス協会では全国の市区町村の首長、教育長あてにＧＨＰ導
入の要請を行い、各都道府県協会では教室だけでなく、体育
館も含めたＧＨＰ導入の取り組みを推進している。
また、分散型エネルギーであるＬＰガスの特性を活かし、避
難所となる公共施設等への災害バルクのＬＰガス導入の動き
も活性化している。
ＬＰガス自動車にあっては、過去の災害においてそのレジリ
エンスが証明されており、タクシー車両だけでなく公用車等
への利用も求められている。

ＧＨＰ、ＬＰガス自動車等の普及

２０１９年３月の経済産業省 資源エネルギー庁 説明会資料抜粋



9【環境】取り組み方針３

 高効率・省エネ機器の普及
 再生可能エネルギーとの共生を図る

需要開発運動によるエネファームやエコジョーズ等のエコ商材の拡販
太陽光などの再生可能エネルギーとＬＰガスの共生した暮らし方の提案

■高効率・省エネ機器の例

エネファーム

エコジョーズ



10【連携】取り組み方針４

 供給体制維持・整備（平時、災害時）
 災害時に早期復旧可能な体制ならびに関係機関との協力体制の整備
 地域との連携強化や避難所への災害バルク導入

エネルギーの「最後の砦」として更なるレジリエンス強化を

中核充填所は全国約３４０カ所に整備（R２年３月現在）。一
般充填所も含めた連携強化の取り組みを強化し、有事に備える。

各お客様宅を点検して回らないと被害状況の把握が困
難。また、全国のＬＰガス販売事業者は約18,000あり、
大規模災害が発生した際は、多くの販売事業者からの
被害通報の集計等に時間がかかる等の課題に対処する
ため、被害報告書の統一化や通報訓練を推進。

中核充填所等の連携強化 ＬＰガスの被害状況の迅速な把握

国の補助を受けた災害バルクの普及



11【ブランド】取り組み方針５

 ＬＰガス従事者（社員）の満足度向上
 ＬＰガスのイメージアップ広報
 新技術を活用した業務改善のフォロー

広報事業を通じたＬＰガスのイメージアップの取り組みの継続・発展
政府が掲げる働き方改革や開発持続可能な開発目標（ＳＤＧＳ）等の周知

ＬＰガスを利用した豊かな暮らしを紹介する冊子
を作成し、お客様に広報。

最近の広報活動紹介

働き方改革や既に企業レベルでも取り組みがおこなわ
れつつある開発持続可能な開発目標（ＳＤＧＳ）等の
取り組み等を情報発信し、ＥＳの向上を促す。

従業員満足度（ＥＳ）の向上のための周知

ＳＤＧＳの１７の目標


